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 施策名  関係部 

２－⑥ コミュニティ活動を促進する 市民部 

 所管事業に関連する成果指標 

指標名 
単

位 

計画 

策定時 

実績値 31 年度 

目標値 

進捗 

状況 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

自治会への加入世

帯数 

世

帯 
80,077 79,708 79,849 79,931 79,908 80,400 Ｃ 

ひらつか市民活動

センター年間延べ

利用団体数（年間） 

団

体 
6,899 7,062 6,559 6,588 6,405 7,100 Ｃ 

関連事業 

○地域自治推進事業○市民活動普及啓発事業 

 決算額 

 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

事業費（千円）  15,067 16,138       40,050   

執行率（％）  96.89 97.05        94.59   

施策の推進に向けた主な取組の「成果」 

・地域課題解決推進事業交付金により、地域が主体となり、防災や通学路の安全等に関す

る事業が展開されるとともに、ホームページの開設を支援し、地域内の情報の共有化や

発信を進めたほか、ひらつか地域づくり市民大学には、自治会をはじめ、様々な活動に

携わる幅広い層の市民の参加があり、地域人材が育成されました。また、組織マネジメ

ント講座や、団体間の連携を促進するための交流会等を開催するとともに、市民活動セ

ンターの協働運営により情報紙等のリニューアルを行い、情報発信機能の強化を進めま

した。 

 

 施策を推進する上での「課題（・）」と課題解決を図るための「取組方針（⇒）」 

・主体的に課題解決に取り組む地域に対しての支援や次世代を担う学生等、幅広い市民に

対して市民活動への参加の促進や人材の育成を行う必要があります。また、市民活動団

体の組織基盤を強化し、活性化や連携促進を図る必要があります。 

⇒「ひらつか地域づくり市民大学」の充実を図るとともに、地域課題解決推進事業交付金

の活用を促進します。また、多くの市民や様々な団体の市民活動への参加意識を高める

よう、効果的な情報発信に努めるとともに、市民活動センターの民営化を進める中で、

相談・コーディネート、研修機能等の充実・強化を図ります。 

 


